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はじめに

© 2026 富士通Japan株式会社

介護請求伝送サービス(インターネット版)のオプション機能の操作手順について記載してい
ます。

本プログラムにおけるソースコードは弊社または開発会社の秘密情報です。
弊社に無断でソースコードを第三者へ開示することを禁止します。

Copyright 2019-2022  FUJITSU LIMITED All rights reserved 

「介護請求伝送サービス」とは、介護保険請求データを介護事業所に代わり各都道府県の国

保連合会へ伝送するSaaS型ソリューションです。

お客様は、伝送専用ソフト及び電子証明書は不要となり、インターネット回線とＰＣさえあ

ればサービスを利用できます。

※事業所の委任状況、国保連合会の事務手続きにより、開始月が決まります。

  

＜介護請求伝送サービス イメージ＞
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動作環境・注意事項

© 2026 富士通Japan株式会社

2.注意事項

1.動作環境

1. 同一のログインＩＤを用いて複数のコンピュータから同時にログインすることはできません。

2. 第三者の不正使用を防止するためにも、パスワードは定期的にご変更いただきますようお願いします。

3. 本サービスから送信できるファイルは、CSVファイルのみになります。
LZHファイル、zipファイルを送ることはできません。 あらかじめご注意ください。

項目 動作条件

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

接
続
環
境

使用プロトコル https(TLS1.2) TCP 443

帯域 ブロードバンド環境を推奨
※インターネット経由で利用するサービスの為、お客様の回線状況により

ファイルアップロード／ダウンロード時間に影響が出る可能性があります。

その他 本サービスの利用に必要なアプリケーションをダウンロードおよび実行できること。

ク
ラ
イ
ア
ン
ト
パ
ソ
コ
ン
環
境

Windows Windows® 11 (64ビット版)

ブラウザ Microsoft Edge バージョン 97 以降
Google Chrome バージョン97以降

CPU Windowsおよびブラウザの動作条件を満たせば特に制限はありません。

メモリ 各Windows の推奨値を準備願います

画面解像度 1366×768以上 (拡大表示：100%、文字の大きさ：中)
※返戻管理では1920×1080以上を推奨

必須ソフト Microsoft Excel 2016以降 (処遇改善加算集計で使用）
Adobe® Reader, Microsoft Word  等
審査状況印刷プログラム
(国保連合会からの連絡文書(xcpファイル)が閲覧可能なソフト

セキュリティ対策ソフトを用いてセキュリティ対策を十分に行っていただくようお願いし
ます。
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№ 機能 概要

1 返戻管理 ・国保連から受信データを元に、伝送を行った請求ファイル
データと突合し、返戻の再請求状況を管理します。
・管理した状況を画面表示、csvファイルに出力します。
・未請求の情報がある場合、事業所情報に入力されたＥメー
ルアドレスに通知します。

2 レセプト
チェック

①請求書情報の前月比較（当月提供分、全体比較）
当月分の全件について前月と比較します。
件数・金額の差異情報を確認します。

②明細情報の前月比較（当月提供分、利用者単位）
指定した請求書情報のファイル（CSV）から処遇改善加算

などの情報について差異を確認します。
・初回加算など、連続した月に算定できない加算があるか。
・処遇改善加算など、毎月算定する加算に抜けがないか。

3 処遇改善加算
お知らせ集計

「処遇改善加算のお知らせ」Excelシートの集計保存はシステ
ムが自動で行います。
・保存した処遇改善加算データの出力
・指定権者報告用Excelシートの出力
・過去様式の出力

指定権者別、 都道府県別

© 2026 富士通Japan株式会社

オプション機能について

ログイン後の画面より

１ ３２
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返戻管理
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1.返戻管理の概要

◼返戻管理（［返戻・増減決定］［過誤決定］）

国保連から受信したデータを元に、伝送を行った請求ファイルデータと突合し、

返戻の再請求漏れを管理します。

［返戻・増減決定］か［過誤決定］で絞り込みが可能です。

◼CSV出力
管理した状況をcsvファイルに出力します。

◼Ｅメール通知
当月請求予定にもかかわらず送信されていない対象者についてチェックを行い、

   事業所情報に入力されたＥメールアドレスに配信します。
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1. 返戻の対象者を確認し、再請求予定を入力します。

２.返戻管理 （返戻・増減決定）

①［返戻管理］-≪請求年月≫を設定し、［返戻・増減決定］

になっていることを確認します。

「再請求しない」を含む場合はチェックを入れます。[検索]を押します。

② 返戻の対象者が表示されていない場合は［返戻・過誤

情報の取得］で、最新情報を取得します。

（審査・支払に返戻、過誤決定情報がない場合は取得できません）

③ 対象者について、≪再請求予定年月≫を設定し、≪対応状況

メモ≫を記載し、最後に[内容保存]を押してください。

例： 「2019/02」  「開始年月日を修正」

≪再請求予定年月≫を押すと、未入力のものに対して当月

（21日～末日は翌月）を設定することができます

④再請求を行わない対象者には≪再請求処理しない≫に≪ ≫

をつけ、その理由を＜対応状況メモ＞の欄に入力します。

最後に[内容保存]を押してください。

例： 二重請求のため、 支援事業所へ対応依頼、

サービス種類の間違い

⑤再請求（［送信］からCSVをファイルのアップロード実施以降）

≪再請求状況≫に送信された情報が表示されます。

例：2018/12 送信済

⑥[修正]ボタン 保険者番号・被保険者番号・サービス種類が

違う場合に使用し、正解情報を入力します。

絞込機能で対象の情報を絞り込むことができます。

①

②

④③ ⑤

下へ続く
③ ④

⑥
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◼ 補足： 一覧表示の内容について

© 2026 富士通Japan株式会社

①請求年月   ： 請求処理を行った年月（国保連の審査年月）
②経過月数   ： 返戻・過誤となって経過した月数
③事業所番号・事業所略称 ： 本サービスで登録された事業所情報
④サービス提供年月  ： 返戻・過誤で審査されたサービス提供年月
⑤保険者番号・被保険者番号 ： 請求明細情報として使用した保険者番号・被保険者番号
⑥カナ氏名  ： 返戻・過誤の通知書に記載されているカナ氏名

※保険者データにない被保険者の場合は表示されません
⑦サービス種類  ： 返戻・過誤となったサービス種類番号とその名称
⑧単位数  ： 該当の通知書に記載された単位数
⑨単位数（再請求分）  ： 再請求を行った場合の単位数
⑩エラーコード・内容  ： 返戻・過誤の通知書に記載されているエラーコード

（複数ある場合は先頭に記載されたものだけを記載）

⑦
①

②

③ ④ ⑤
⑥

⑧

⑨
⑩

[修正]ボタン：保険者番号・被保険者番号・サービス種類が違う場合に使用します。
⑤⑦が赤色のものは、修正画面（☞10ページ）で入力した正解情報となります。
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ご注意

上記、正誤情報は「送信」画面で送信ファイルをアップロードする前に

修正を行ってください。
アップロード後に修正を行うと、再請求状況が正しく反映されませんので

ご注意ください。

© 2026 富士通Japan株式会社

① 請求時の保険者番号・被保険者番号が違った場合
② 返戻となったサービス種類とは違うサービス種類で請求する場合

◼ こんなときは？
以下のケースでは、そのままでは再請求状況のチェックはできません。
9ページ⑦の位置にある[修正]ボタンを押し、
返戻情報に対して以下の正誤情報を入力いただきますようお願いします。
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1. 過誤の対象者を確認し、再請求予定を入力します。

3.返戻管理 （過誤決定）

③ ④

②

①［返戻管理］-≪請求年月≫を設定します。［過誤］になっていることを確認します。

④の「再請求しない」を含める場合はチェックを入れ、[検索]を押します。

② 過誤の対象者が表示されていない場合は［返戻・過誤情報の取得］で、最新情報を

取得します。

（審査・支払に返戻、過誤決定情報がない場合は取得できません）

③ 対象者について、≪再請求予定年月≫を設定し、≪対応状況メモ≫を記載し、

最後に[内容保存]を押してください。

例： ≪再請求予定年月≫ 2019/02

≪対応状況メモ≫       開始年月日を修正

≪再請求予定年月≫を押すと、未入力のものに対して当月（21日～末日は翌月）を設定

        することができます

④再請求を行わない対象者には≪再請求処理しない≫に≪ ≫をつけ、その理由を

＜対応状況メモ＞の欄に入力します。

最後に[内容保存]を押してください。

例： ≪対応状況メモ≫     利用無のため

⑤再請求（［送信］からCSVをファイルのアップロード実施以降）

≪再請求状況≫に送信された情報が表示されます。

例：2018/12 送信済

絞込機能で対象の情報を絞り込むことができます。

過誤決定においても、正誤情報の入力は可能です

①

© 2026 富士通Japan株式会社11



◼ 返戻・過誤で当月請求と宣言されたものの、未処理（送信確定もしていないもの）案件について、
指定されたEメールアドレスへ通知します。

Eメール通知先：事業所情報に登録されたEメールアドレス となります。
事業所情報で設定ができます。

4.返戻管理 Ｅメール通知

以下の請求情報が再請求未処理となっています。
オプション契約されたユーザでログインのうえ、返戻管理でご確認ください。

事業所： 9970199999 ○○○介護事業所
サービス提供年月： 〇年〇月
対象件数： 〇件

© 2026 富士通Japan株式会社12
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レセプトチェック
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１.レセプトチェックの概要

◼請求書情報の前月比較
送信管理画面で、該当のボタンを押すことで、今月請求予定分、前月請求済分

について比較した表を出力します。
・事業所番号、事業所名
・ファイルの種類（介護給付費請求、事業費請求、給付管理票）
・保険請求件数、金額 ※１
・公費単独件数、金額 ※１
・アップロードしたファイル数

※１：給付管理票は当月サービス提供分のみ、保険請求件数の欄に出力します。

過去のサービス提供年月の再請求は出力しません。

例： 現在が 2019年6月1日の場合の比較対象
2019/6 提出予定：2019/5サービス提供分（取消削除分は除く）
2019/5 提出済み：2019/4サービス提供分（未送信・取消削除分は除く）

◼加算状況のチェック
以下２種類の観点で加算状況のチェックを行います。
①事業所要件加算の一貫性チェック
（処遇改善加算など）

②利用者要件で連続算定されているかのチェック
Ⓐ不可と思われるもの：

初回加算、退院時共同指導加算など
（初期加算はチェック対象外）

Ⓑ算定されていないといけないと思われるもの
特別管理加算、緊急時訪問看護加算など
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1. 送信画面から、ボタン [請求書前月比較] を押します。
※本オプションを契約した方だけが実行可能です。

①［送信］-［請求書前月比較］を選択します。（画面左端の対象ファイルのチェックは不要です）

②確認メッセージが表示されます。[はい]をクリックします。

③自動的にダウンロードされます。クリックして開きます。

④PDFファイルが開かれます。内容をご確認ください。

２.レセプトチェック （請求書前月比較）

© 2026 富士通Japan株式会社

Google Chromeの場合：画面下Microsoft Edgeの場合：画面上
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◼ 帳票イメージ

© 2026 富士通Japan株式会社

種別： 給付 ＝給付費請求書情報（介護・予防）
事業 ＝事業費請求書情報（総合事業）
給管 ＝給付管理票情報

当月請求予定 前月請求済

種別 給付 事業 給管

保険件数 給付費請求書の
保険請求の件数

事業費請求書の
事業費請求の件数

給付費請求書
当月提供分の件数
（公費単独の被保険
者を含む）

保険請求額 給付費請求書の
保険請求の請求額

事業費請求書の
事業費請求の請求額

0固定

公費単独件数 給付費明細書のうち、保
険請求額が０、公費請求
が１以上の場合の明細書
の件数

事業費明細書のうち、
事業費請求額が０、公
費請求が１以上の場合
の明細書の件数

0固定

公費単独請求額 上記対象者の公費請求額 上記対象者の公費請求
額

0固定

ファイル数： アップロードされたファイル数

未送信、送信済、受付済を対象 送信済、受付済を対象
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1. 送信画面で、対象のファイルを選択し、ボタン [明細チェック] を押します。
※本オプションを契約した方だけが実行可能です。

①［送信］- チェック印刷を行いたい請求書情報に ≪ ≫を入れてください。
［レセプトチェック結果（明細書情報）］を選択します。

②確認メッセージが表示されます。[はい]をクリックします。

③このメッセージが表示されます。[ファイルを開く]をクリックします。

④PDFファイルが開かれます。内容をご確認ください。

３.レセプトチェック （明細チェック）

© 2026 富士通Japan株式会社

Google Chromeの場合：画面下Microsoft Edgeの場合：画面上
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◼ 帳票イメージ

© 2026 富士通Japan株式会社

チェック結果：
※ 一貫性チェックで確認が必要なもの （処遇改善加算等）
△ 被保険者で毎月算定されていると想定されるもの （特別管理加算等）
▽ 被保険者で前月と当月で連続して算定されているもの （初回加算等）

再請求対象者に「〇」があるものは、返戻管理オプションで返戻として取り込まれてい
る請求情報を比較した場合に表示されます。
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処遇改善加算集計
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処遇改善加算集計の前提条件

◼本機能は、事業所あてに「処遇改善加算のお知らせ」のExcelファイルが届く事業所
を前提としています。
（※PDFファイル、その他のファイルで届く場合は集計できません）
2022年5月時点、大阪府国保連合会に送信を行う事業所にはPDFファイルでお知
らせが届くため、本オプションの対象外となります。

◼国保連合会から受信したExcelファイルから、本集計サービスへの取り込みは、１日
数回、システムが自動で行います。
連絡文書を受信した直後は取り込まれていませんのでご注意ください。

◼出力フォーマットは、各指定権者の様式をもとに、本サービス独自のものとなっています。
そのため、そのままのご提出はできない可能性がございます。
あらかじめご注意をお願い致します。

◼地域密着型事業所、総合事業の事業所については、
2019年10月審査分まで、2019年11月審査分以降で集計方法が異なります。
（☞23ページ）

◼総合事業(A1,A2,A5,A6以外）で保険者が独自に処遇改善加算を定めている
場合(A3,A7など)は、2022年5月時点で、該当サービス種類の 「処遇改善加算
内訳のお知らせ」は届かないため、集計は行えません。

◼報酬改定などで「処遇改善加算のお知らせ」Excelファイルの様式や運用が変わる場
合、本集計サービスへの取り込みを一時的に停止することがあります。
（状況はログイン後の「お知らせ」でご案内します）

2022年5月国保連合会処理分より、処遇改善支援補助金の通知が始まりまし
た。本オプションでは、通知のExcelファイルを受信、集計します。

※国保連合会が総合事業A3,A7,A4,A8の通知を実施する場合、該当サービス種類の集計も行います。
※国保連合会が所定のExcelファイルを送信しない場合は集計できません。
※債権譲渡事業所など、事務処理が都道府県から国保連合会に委託されていない場合は、配信・集計
されません。
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1. 事前準備

◼ 指定権者の入力

処遇改善加算対象の事業所について、事業所情報を開き、指定権者の名称を入力しま
す。
※権限により「事業所情報」が開けない方は法人内の管理者の方にご相談をお願いします。

入力方法
１．画面右上「ログアウト」の下のユーザー名をクリックします。
２．メニューが開きますので、「事業所情報」を左クリックします。

３．事業所の一覧が出ますので、該当の事業所番号をクリックします。

１．クリック

２．クリック

３．クリック
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4. 事業所の条件に従い、指定権者を入力します。

© 2026 富士通Japan株式会社

※未入力のまま集計させると「指定権者なし」と表現されます。

事業所のサービス種類 / 入力欄 指定権者（指定事業所） 指定権者（地域密着型・総合事業）

訪問看護、訪問リハビリ、福祉用具貸与、居宅
療養管理指導 等 （処遇改善加算対象外）

入力不要 入力不要

訪問介護、通所介護等 〇〇県 など
(指定事業所の指定権者)

〇〇町 など （総合事業の指定権者）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、認知
症対応型通所介護、小規模多機能、看護小
規模多機能 等

入力不要 〇〇町 など
（地域密着型の指定権者）

通所リハビリテーション、介護老人福祉施設、
介護老人保健施設、介護医療院 等

〇〇県 など
(指定事業所の指定権者)

入力不要

夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護 入力不要 〇〇町 など
（地域密着型・総合事業の指定権者）

総合事業 (A1~A8）のみ 入力不要 〇〇町 など （総合事業の指定権者）

総合事業（上記以外：A9～AF） のみの事
業所

入力不要 入力不要 (該当サービス種類の処遇改善加
算のお知らせが提供されていないため)

①指定事業所としての指定権者を入力します
該当サービス種類については、常にこの内容を使用し

ます

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

②地域密着型・総合事業としての指定権者を入力しま
す
複数ある場合、施設所在地の指定権者を入力します。

※入力不要の欄に情報を入力しても影響はありません。

※都道府県以外の、東京23区・市町村・広域連合が指定権者の場合、国保中央会が公開しているExcelファイル

「全国介護保険者一覧」の記載内容に従い、その通りに入力してください。

５. 画面の一番下まで移動させ、[登録]ボタンを押して情報を登録します。

→http://www.kokuho.or.jp/system/care/nursing_care.html その他

開いたファイルのC列「保険者名」の名称を入力してください。「千葉県成田市」「千葉県長生郡長柄町」など「県」や

「郡」を含むもの、「隠岐広域連合」  など広域連合の記載のものがありますので、その通りに入力をお願いします。

③地域密着型・総合事業としての指定権者が複数ある場
合、
②以外の指定権者を入力します。

A3,A4,A7,A8については2022年の処遇改善支援補助金の通知が受信される場合があります
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◼ 補足： 出力時の指定権者取得ルールについて
現在、本サービスでは、以下のルールで指定権者を取得しています。

© 2026 富士通Japan株式会社

受信文書 指定事業所 地域密着型・総合事業

2019年11月25日までに受信し
たもの
(2019年10月審査分まで)

22ページ ①で入力した
内容

22ページ ②で入力した内容

2019年11月27日以降に受信し
たもの
(2019年11月審査分以降)

22ページ②③で入力した内容
※以下の制限あり

地域密着型・総合事業における制限について
「処遇改善加算内訳のお知らせ」には、住所地特例対象者か否かの情報がないため、
以下のような場合の集計は正しく集計できません。
あらかじめご了承いただきますよう、お願いします。

施設所在地の指定権者以外の指定権者（22ページ③）の保険証を持つ利用者にもかかわらず、
住所地特例対象者となっている場合

例： 事業所所在地=横浜市、 指定権者＝横浜市、川崎市、町田市
町田市の保険証を持つ利用者が横浜市のサービス付高齢者住宅に入居し、横浜市指定の
サービスを利用する

→ 本来、横浜市に報告すべきだが、指定権者＝町田市として集計します。

23



1. ［処遇改善加算Excel］をクリックします。

2. ≪審査年月≫ を指定します。

3. 出力したい形式をクリックします。

4. 以下のメッセージが表示されます。[はい]をクリックします。

5. このメッセージが表示されます。クリックしてファイルを開きます。

2..処遇改善加算Excel集計の出力方法

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

処遇改善加算・特定処遇改善加算
明細データ(Excel形式)  ☞25ページ
2021年報告用シート(マクロ付き）☞26ページ

処遇改善支援補助金
2022年補助金明細 (Excel形式) ☞27ページ

過去の報告様式
指定権者別合計  ☞29ページ
都道府県別合計  ☞30ページ

  2020年報告用シート(マクロ付）
☞27ページ 2021年報告の内容をご参考ください

© 2026 富士通Japan株式会社

Google Chromeの場合：画面下Microsoft Edgeの場合：画面上
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3. 出力結果（明細データ）

◼ Excelイメージ

© 2026 富士通Japan株式会社

Excelの機能を使い、絞り込み、集計を行うことができます。
出力される内容は、以下の通りです。

1. 都道府県番号 （2019年12月28日以降、項目追加） 指定権者の都道府県番号を出力
2. 保険者  （2020年9月 項目追加） 証記載保険者に該当する保険者
3. 指定権者 （2020年9月 出力仕様変更） 事業所情報を照合して出力します
4. 審査年月
5. 事業所名
6. 事業所番号
7. サービス種類番号
8. サービス種類名
9. サービス通称 2020年度報告時に使用したサービス名称。ただし2021年度報告では使用しません。

例：サービス種類名：「通所リハビリテーション」は、サービス通称「（介護予防）通所リハビリテーション」

10. 処遇改善加算額
11. 特定処遇改善加算額  （2019年12月28日以降、項目追加）
12. 処遇（全額自費等）  （2020年9月項目追加） 処遇改善について全額自費等の入力欄
13. 特定処遇（全額自費等） （2020年9月項目追加） 特定処遇について全額自費等の入力欄

2020年9月機能変更
都道府県番号保険者 指定権者 審査年月 事業所名 事業所番号 サービス種類番号サービス種類名 サービス通称 処遇改善加算額特定処遇改善加算額処遇（全額自費等）特定処遇（全額自費等）
11 札幌市 さいたま市 2019/12 テスト介護事業所 1171000548 A6 通所型サービス(独自) 通所型サービス（独自）Ａ６ 5,699 518
11 水戸市 さいたま市 2019/12 テスト介護事業所 1171000548 A6 通所型サービス(独自) 通所型サービス（独自）Ａ６ 4,699 318
11 さいたま市 さいたま市 2019/04 テスト介護事業所 1171000548 33 特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 763,524 0
11 さいたま市 さいたま市 2019/04 テスト介護事業所 1171000548 35 介護予防特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 36,723 0
11 さいたま市 さいたま市 2019/05 テスト介護事業所 1171000548 33 特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 690,820 0
11 さいたま市 さいたま市 2019/05 テスト介護事業所 1171000548 35 介護予防特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 38,809 0
11 さいたま市 さいたま市 2019/10 テスト介護事業所 1171000548 33 特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 748,888 0
11 さいたま市 さいたま市 2019/10 テスト介護事業所 1171000548 35 介護予防特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） -5,083 0
11 さいたま市 さいたま市 2019/11 テスト介護事業所 1171000548 33 特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 747,571 108,322
11 さいたま市 さいたま市 2019/11 テスト介護事業所 1171000548 35 介護予防特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 47,188 6,928
11 さいたま市 さいたま市 2019/12 テスト介護事業所 1171000548 33 特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 672,313 98,410
11 さいたま市 さいたま市 2019/12 テスト介護事業所 1171000548 35 介護予防特定施設入居者生活介護 特定施設入居者生活介護（介護予防含む） 101,347 7,410
11 さいたま市 さいたま市 2019/11 テスト介護事業所 1171000548 A6 通所型サービス(独自) 通所型サービス（独自）Ａ６ 14,699 1,318
09 さいたま市 指定権者なし 2019/12 事業A6事業所あああああ 09G0200047 A6 通所型サービス(独自) 通所型サービス（独自）Ａ６ 44,699 4,318
11 さいたま市 さいたま市 2019/12 テスト介護事業所 1171000548 A6 通所型サービス(独自) 通所型サービス（独自）Ａ６ 14,699 1,318
11 上尾市 さいたま市 2019/12 テスト介護事業所 1171000548 A6 通所型サービス(独自) 通所型サービス（独自）Ａ６ 44,699 4,318

9.サービス通称について
国指定の報告様式見直しに伴い、２０２１年１月１９日出力分より、サービス通称の表記を変更しています。
また、2021年報告においては、サービス通称は使用せず、2021年報告シートで明細データを読み込み、
サービス種類番号をもとに報告用のサービス種類を再設定します。
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４．報告書シート(マクロ付・Excel2016以降用）

処遇改善加算実績報告書（令和２年度以降）を
出力するための集計シートになります。

ボタンを押すことでダウンロードされますので、このファイルをExcel2016以降で開き、
シート「操作手順」に従い操作を行ってください。
（※使用している関数の関係、Excelは2016以降のものでお願いします。）

© 2026 富士通Japan株式会社

2022年7月機能変更

〇〇年報告シート（マクロ付き）
で読み込み

シートに全額自己負担等を入力

様式3-2様式3-1

シート「様式３－２」を開き給与支払額等を入力

印刷等

指定権者に提出します

あらかじめ
入力された
処遇改善計画
Excelシート

本オプションから
出力した
明細データ

シート「様式３－１」を開き色のついた部分を入力

処遇改善計画で作成したExcel
ファイルの数だけ、報告書ファ
イルを作成してください。

2020年版または2021年版
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◼ ご参考
集計用Excelファイル

マクロを有効（コンテンツの有効化）にしたうえで、各ボタンを押して操作を行ってください。
使用している関数の関係で、Excel2016以降、またはOffice365をご使用ください。
(Excel2013以前では動作しません)
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5. 出力結果（処遇改善支援補助金 明細データ）

◼ Excelイメージ

© 2026 富士通Japan株式会社

Excelの機能を使い、絞り込み、集計を行うことができます。
出力される内容は、以下の通りです。

1. 都道府県番号 指定権者の都道府県番号を出力
2. 保険者 証記載保険者に該当する保険者（東京23区、政令市、市町村、広域連合）
3. 指定権者 事業所情報と照合して判定した指定権者（東京23区、政令市、市町村、広域連合）
4. 審査年月 国保連合会が処理した年月（処理年月）
5. 事業所名
6. 事業所番号
7. サービス種類番号
8. サービス種類名
9. サービス通称 2020年計画・報告・2021年計画まで使用したサービス種類名

例：サービス種類名：「通所リハビリ」は、サービス通称「（介護予防）通所リハビリテーション」

10. 処遇改善支援補助金額 実際に支払われた処遇改善支援補助金の金額

2022年6月機能追加

補助金の集計機能については、介護保険最新情報 Vol.1082の内容をもとに、
2022年末のご提供で調整中です。

2022年7月13日時点で、北海道以外の都道府県からの配信がある状況です。
北海道の事業所はすべて配信されていません。
また、事務処理を国保連合会に委託していない場合に該当する場合は配信されません。
配信条件がご不明な場合、申請された都道府県にご相談ください。
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6. 過去様式 （指定権者別合計）

zipファイルがダウンロードされ、事業所番号の
都道府県別にExcelファイルが格納されて
います。（処遇、特定処遇、別のファイル）

ファイルをダブルクリックすると、Excelファイ
ルが開かれます。

金額は指定期間の集計額の合計になります。

© 2026 富士通Japan株式会社

Excelの下には指定権者の名前が出ていますので切り替えてご確認ください。

金額が違う場合は、「明細データ」で所定の金額になっていることを
再度ご確認いただきますようお願いします。

01_北海道.xlsx
01_北海道_特定.xlsx

・
・
・

2019年度までの報告様式
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都道府県

北 海 道 円 円

青 森 県 円 円

岩 手 県 円 円

宮 城 県 円 円

秋 田 県 円 円

山 形 県 円 円

福 島 県 円 円

茨 城 県 円 円

栃 木 県 円 円

群 馬 県 円 円

埼 玉 県 9,999,999 円 円

千 葉 県 8,888,888 円 円

東 京 都 円 円

神奈川県 円 円

新 潟 県 円 円

富 山 県 円 円

石 川 県 円 円

福 井 県 円 円

山 梨 県 円 円

長 野 県 円 円

岐 阜 県 円 円

静 岡 県 円 円

愛 知 県 円 円

三 重 県 円 円

滋 賀 県 円 円

京 都 府 円 円

大 阪 府 円 円

兵 庫 県 円 円

奈 良 県 円 円

和歌山県 円 円

鳥 取 県 円 円

島 根 県 円 円

岡 山 県 円 円

広 島 県 円 円

山 口 県 円 円

徳 島 県 円 円

香 川 県 円 円

愛 媛 県 円 円

高 知 県 円 円

福 岡 県 円 円

佐 賀 県 円 円

長 崎 県 円 円

熊 本 県 円 円

大 分 県 円 円

宮 崎 県 円 円

鹿児島県 円 円

沖 縄 県 円 円

全 国 計 18,888,887 円 円

介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）

法人名 テスト法人

介護職員処遇改善加算額（Ａ） 賃金改善所要額（Ｂ）

6. 過去様式 （都道府県別合計）

◼ 帳票イメージ
処遇・特定処遇の報告様式を一度に出力します。（2シート）
「明細データ」にある都道府県番号の単位に出力します。

※該当がない場合は空白のシートが出力されます。
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金額が違う場合は、「明細データ」で所定の金額になっていることを
再度ご確認いただきますようお願いします。

介護職員処遇改善加算額（Ａ）に、
結果が出力されます

法人名

都道府県

北 海 道 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

青 森 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

岩 手 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

宮 城 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

秋 田 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

山 形 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

福 島 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

茨 城 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

栃 木 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

群 馬 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

埼 玉 県 999,999 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

千 葉 県 888,888 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

東 京 都 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

神奈川県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

新 潟 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

富 山 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

石 川 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

福 井 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

山 梨 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

長 野 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

岐 阜 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

静 岡 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

愛 知 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

三 重 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

滋 賀 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

京 都 府 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

大 阪 府 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

兵 庫 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

奈 良 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

和歌山県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

鳥 取 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

島 根 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

岡 山 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

広 島 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

山 口 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

徳 島 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

香 川 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

愛 媛 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

高 知 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

福 岡 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

佐 賀 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

長 崎 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

熊 本 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

大 分 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

宮 崎 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

鹿児島県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

沖 縄 県 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

全 国 計 1,888,887 円 円 円（ 人） 円（ 人） 円（ 人）

E F

※FはEを上回らなければならない。

➊の平均賃金改善額・人数

介護職員等特定処遇改善実績報告書(都道府県状況一覧表)

テスト法人

介護職員等特定処遇改
善加算額

賃金改善額 ➋の平均賃金改善額・人数 ➌の平均賃金改善額・人数

介護職員等特定処遇改善加算額
に、結果が出力されます

2019年度までの報告様式
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